
１．はじめに 
1.1 研究の背景と目的 

現在の住宅政策は、住宅単体だけでなく居住環境全体

の質の向上を図り、フローの住宅建設を重視した政策か

ら良好なストックを将来世代に継承することを主眼とし

た政策へと転換している。都市縮退の時代において公共

住宅事業が縮小化され、セーフティネットの役割に重点

を置く中で、公営住宅ストックをどのように活用するか

が問われている。一方、地方自治体の財政状況が厳しい

中で、更新時期を迎える大量の公営住宅ストックに対し

て、効率的に更新するとともに住宅需要へ的確に対応す

ることも重要な課題となっている。このような背景のも

と、地方自治体では保有する公営住宅全体を対象に長期

的な視点でストックの活用と更新を進めるための長寿命

化計画を策定している。 
そこで、本研究では、福岡都市圏に位置する地方自治

体が策定した公営住宅長寿命化計画を対象に、その内容

を分析し、公営住宅ストックの活用と更新の傾向を捉

え、公営住宅の長期的な更新の課題を明らかにする。

1.2 研究の対象と方法 

本研究の対象は、福岡都市圏に位置する地方自治体の

うち、公営住宅長寿命化計画を策定し、かつ計画書に公

営住宅の現況と活用判定の選定結果が記載されている

10の自治体とした（表 1）。福岡都市圏は、福岡市と 16
の周辺自治体で構成され、周辺自治体は福岡市のベッド

タウンとして住宅市街地を形成しており、現在も一定の

住宅需要がみられる。本研究では、分析対象を高度成長

期の公営住宅ストックを一定数保有し、現在も自治体全

体で住宅需要があり、ストックの活用と更新の選択肢を

持つ自治体として位置づける。これらの長寿命化計画の

内容を分析することは、公営住宅ストックの活用および

長寿命化推進の効果と課題、その長期的な役割を考察す

る上で有効であると考えている。一方で、対象とした 10
の自治体の住宅供給の状況は差異がみられる。KS 市や
OJ市、SG町は、現在も人口の増加が顕著で民間分譲マ
ンションの供給が続いている。近年人口が停滞・減少し

ている MK市や KG市、IS 市は、早期に開発された市
街地と集落部が共存しており、郊外住宅地の高齢化など

長寿命化計画からみた公営住宅のストック活用の動向と長期的更新の課題 
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の問題が顕在化している。UM町、SS町は の市町と

公共 の が小さく に住宅の が

であるが、近年人口が減少に転 居住の縮小が進みつ

つある。 するように、長寿命化計画は に

よる策定 が されているが、本研究では自治体によ

る人口推 や住宅需給の差異が長寿命化計画に える

についても考察する。 
本研究は、 のように分析および考察を進める。 、

公営住宅の更新に する政策の 、長寿命化計画と

計画との を考察し、長寿命化計画の を確

する。 に、10の自治体の長寿命化計画について、 内

容構成、 活用判定の つの視点で 考察する。さら

に、8 つの自治体の住 分 の活用手法の選定結果に

ついて、住宅 の を分析するとともに、住

を 明 数とする判 分析を いストック活用手法の

選定における自治体間の共 と選定に する 要

を明らかにする。なお、建 えおよび と判定され

たストック更新を う公営住宅については現地において

住 の状況を確 した。 上の分析より公営住宅ストッ

クの長期的な更新の課題を考察する。 
1.3 研究に 研究の  

公営住宅ストックの更新に する研究をみると、

の公営住宅の更新を対象としたものが く、居住 加

の建 計画手法と建 の住 い方の を 的とし

た研究 ）, ）、公営住宅ストックの分析から世 に対

応した更新計画の 要 を す研究 ）が確 で 、これ

らの研究は 1990 年代から 2000 年代 にかけて

されている。2000年代 、公営住宅のストック活

用を 的とした研究がみられ、住 ベ の の

効果を り 居の住 い方 から した研究 ）、長

寿命化計画の であるストック 活用計画の更新判

定やストック の 研究 ）， ）、公営住宅の現況と居

住 による更新判定手法の 研究 ）などがみられ

る。これらの更新判定に する研究は、本研究の視点と

共 しているが、全 的な傾向や 定の自治体を対象と

したものであり、本研究のように共 の 地 を持つ

数の自治体間の計画を したものではない。 た、公

営住宅長寿命化計画を対象とした研究はみられない。

上より本研究は、地方自治体の長寿命化計画を する

的な研究と位置づけられる。 
 
．公営住宅長寿命化計画の背景と の  

2.1 公営住宅の更新に の 注１） 
公営住宅の更新が法的に位置づけられたのは、1969年
の法定建 であり、その いは都市部の市街地に 地す

る 中 の 小な住宅を建て え、 の向上と

高 化による住 数の増加を らいとするものであった。

その 、法定建 の事業要 が され増大するストッ

クの建 事業を推進することとなる。そして、1996年の
公営住宅法の一部 、公共住宅事業は に縮小

化され新 事業からストックの建 えや ー を

中 とする事業に転換していく。 
公営住宅建設の ークは、大都市部が 1960 1970年
代であるのに対し、地方都市が 1970 1980年代に れ

でいる。2000年代 に地方自治体で策定される公

営住宅ストック 活用計画は、 の 1960 1970年
代を主な対象とし、 の厳しい財政状況において建

事業による更新だけではなく、 持 や大 に

よるストック活用の 計画であり、中長期的な更新事

業量とその 用を すものである ）。さらに、2000 年
代はストックの 的な更新だけではなく、 ティ

の 持・ を 地 や地 、持続 な住

宅地の形成に向けた り みが進められる ）。 
このような公営住宅ストックの活用が中 的課題とな

る中で、2010年代になると、より厳しい財政状況におい
て公営住宅を効率的かつ に更新するために長寿命化

計画が策定される。この計画は、公営住宅の長寿命化を

図ることで フ ク ストの縮減、更新 ストの

世帯数 高齢化率

2015年 2010年 2005年 2010-15 2005-10 2015年 2015年

1 KS市 110,743 106,780 105,219 3.7% 1.5% 43,720 19.7% 市営住宅長寿命化計画 Ｈ.22(2010) Ｈ.23～32 5 396

2 OJ市 99,525 95,087 89,414 4.7% 6.3% 39,885 20.4% 市営住宅長寿命化計画 Ｈ.26(2014) Ｈ.26～35 2 120

3 MK市 96,516 95,501 92,056 1.1% 3.7% 38,995 26.6% 公営住宅等長寿命化計画 Ｈ.24(2012) Ｈ.24～33 15 363

4 KG市 57,959 57,920 55,476 0.1% 4.4% 22,320 24.4% 公営住宅等長寿命化計画 Ｈ.26(2014) Ｈ.26～35 6 317

5 FT市 58,781 55,431 55,778 6.0% -0.6% 22,272 28.8% 市営住宅長寿命化計画 Ｈ.21(2009) Ｈ.21～30 5 243

6 IS市 96,475 98,435 95,040
* -2.0% 3.6% 34,739 26.9% 市営長寿命化計画 Ｈ.26(2014) Ｈ.26～35 14 280

7 NK町 50,004 49,780 45,548 0.4% 9.3% 18,291 20.3% 町営住宅長寿命化計画 Ｈ.26(2014) Ｈ.26～35 1 12

8 UM町 37,927 38,592 38,126 -1.7% 1.2% 13,119 23.3% 町営住宅長寿命化計画 Ｈ.24(2012) Ｈ.25～34 2 167

9 SS町 31,210 31,318 29,389 -0.3% 6.6% 11,539 23.0% 公営住宅長寿命化計画 Ｈ.26(2014) Ｈ.26～35 1 54

10 SG町 30,344 24,679 22,431 23.0% 10.0% 10,946 16.4% 町営住宅の長寿命化計画 Ｈ.25(2013) Ｈ.25～35 3 63

*は合併前の旧市町の合計を示す。

策定年 計画期間
団地
数

住戸
数

No 計画書名
自治体
名

人口 増減率

1 分 対象 の の 長寿命化計画の計画期 公営住宅の  
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化を すものである。1970 1980 年代に供給さ
れた地方都市の公営住宅ストックが更新時期を迎え、全

的な課題へと 大した時期であり、公営住宅の長寿命

化が政策的に位置づけられることとなる。 
2.2 長寿命化計画と 計画との  

地方自治体の策定する公営住宅長寿命化計画は、公共

設 計画の 計画として位置づけられてい

る。さらに、公共 設 計画は、2013年に策定
された ンフ 長寿命化 本計画の地方の 計画とし

て位置づけられている ）。 の ンフ 設の長寿命

化に する計画は、公共 設 計画に して

2000年代 から策定されることが く、公営住宅長寿

命化計画も である ）。公共 設 計画の

に長寿命化計画が策定 みの 、 した計画として

われ 計画の 方 に記載されており、策

定 が 転することとなる ）。 
このように公営住宅長寿命化計画は、住宅政策におけ

るストック活用の れから策定される と、 ンフ

設と に公共 設 計画の 計画の位置

づけから ストに った長期更新計画として策定され

る の の を持つ計画であると える。 
 
．公営住宅長寿命化計画の の分  

3.1 に 公営住宅長寿命化計画  

は、2009 年 3 に公営住宅長寿命化計画

策定 を 成し、長寿命化計画の記載内容を して

いる。この策定 に された計画の内容構成を す

ると 2 ように とめられる。その 、2.2 で

した ンフ 長寿命化 本計画 の に い 2016 年
3 に策定 が 定されている。本研究の分析対象と

した長寿命化計画は、い れも 2009 年の策定 （

、 とする。）のもとで 成されている。 
2009年の の内容は の がある。 

(1)長寿命化計画の 的は、公営住宅 ストックの状況を

し、 地 ・住 の活用方 を定めるとともに、

長期的な視点をもって長寿命化のための 持 計

画を策定することである。 
(2)長寿命化に する方 は、 的な 持 と 長

寿命化および フ ク ストの 減に する

方 の2つが される。計画期間は10年 上とする。 
(3)活用計画の考え方は、公営住宅ストック 活用計画

と であり、 地 ・住 に から での

手法選定のフローが される。 

(4) に判定された住 に対して、居住 向上 、

福 対応 、 全 確保 、長寿命化 に 分し、そ

れ れの 事業の 方 と内容が される。 
(5)長寿命化 事業と全 的 事業について

フ ク ストの 効果を する。 
 これらの より、 の公営住宅長寿命化計画は、

来のストック活用計画に加えて長寿命化 を 設

し、長寿命化を図る 公営住宅を選定するものである。

た、 フ ク ストの 定は 定の事業を対象

とした 定的なものとなっている。本研究では、対象自

治体の活用手法の選定結果の分析より の長寿命

化の考え方を する。なお、2016年の新
）。 

3.2 分 対象計画の  

分析対象とした 10 の自治体の長寿命化計画の内容構
成をみると、 本的には策定 に った構成となって

いるが、記載内容は自治体によって差異があり、 た、

自の の 加もみられる（表 3）。内容分 に

すると、現況と課題では全ての自治体で公営住宅の 的

の

1 公営住宅 ストック
の

の の の
の と

2 公営住宅 長寿命化
計画の目的

長寿命化計画の に た の背景と目的

(1)ストックの状態の把握及び日常的な維持管理の方針

(2)長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針

4 計画期 １

5 長寿命化
公営住宅

住 の
用 の活用 法 め

(1)対象　(2)団地別・住棟別状況の把握　(3)団地別・住棟別の
活用計画

6 公営住宅 に
の 方

の に じ の 方

7 長寿命化のための
計画

活用計画に 対 と と た住 に対
の 方 と の

修繕対応／居住性向上型／福祉対応型／安全性確保型／
長寿命化型／その他

8 長寿命化のための
に

的 の 長寿命化
的 公営住宅の の

長寿命化計画の 目

3 長寿命化に
方

2 に た長寿命化計画の  

自
治
体
数

K

S

市

O

J

市

M

K

市

K

G

市

F

T

市

I

S

市

N

K

町

U

M

町

S

S

町

S

G

町

計画の 10

市町 の 9

公営住宅等の 10

公営住宅等の 住 7

長寿命化計画 1

市営住宅の 2

長寿命化 す 9

公営住宅等 計画 10

長寿命化の の 計画 4

公営住宅等 計画 2

の 8

長寿命化 の 1

の 2

の 1

の 7

計画

の

自治体数 1～3 4～7 8～10自の

3 分 対象 10 の  

住宅系研究報告会論文集 12　日本建築学会　2017.12

－ 45 －



な状況が記載されており、居住 向 も 7つの自治
体でみられる。UM町では課題について単 の を設け

ている。 と方 、計画における活用計画は全ての自

治体で記載されている。 持 計画は、長寿命化と公

営住宅全体を て 6 つの自治体で 化されている。

事業の方 と では、建 事業の 方 が 8つの自
治体でみられ、建 事業を選定していない自治体でも将

来の として 化している。MK市は建 外に長

寿命化の 方 を設けている。 た、建 事業や用

の を加えている自治体も確 で る。

に、LCCの効果 定は 7つの自治体で われている。 
3.3 活用 法の 方法 

長寿命化計画の主部であるストック活用手法の選定は、

策定 において 1 から 3 での判定で構成され

る。ここでは、 の判 内容が 手で た SG町を
く つの計画の選定方法を 分析する。 

1 判定をみると、策定 では図 1に す 4つ
の判定 が設定され、建 えか用 のストック

が判定される。9 つの計画では、策定 と の判

定が 6つ、d. の状況による判定がない自治体が

3つ確 で た（表 4）。続いて、2 判定をみると、判

定 は図 2 に す つが確 で た。策定 では、

A、B、Cの判定 に G.長寿命化 の 要 を判定

する 4つの構成であるが、自治体の計画ではこれに加え
て、D、E、Fの つの 自の がみられた。 
表 4に す 1 および 2 の判定 の設定 ターン

をみると、1 、2 ともに策定 と 構成は 2 つ
のみで、2 判定で D.福 対応の判定 を 化して

いる計画が 4つであった。これは、居住 の判定に

れる を 化し増やしており、 事業の にお

ける福 対応と づけている。 た、1 判定で dの
の判定のない 3つの自治体は、2 判定で E.

外 状況 と F.その の設 状況 の を 加して

いる。Eは と外 の 化、Fは共用設 やテ

ンテ 、 の であり、現地の 化度 の

を加えている。さらに、2 判定の が さ

れている 7つの計画をみると、 くの自治体で設定され

る策定 の に加えて、 自の が 加され

ていることが分かる（表 5）。これらは、保有する公営住
宅の設 に応 、給 設 や建 、手すりの設置 の

を加えていると考えられる。 
 
．活用 法の の分  

4.1 活用 の 分  

SG 町を く 9 つの自治体を対象に活用手法の選定結
果を自治体 に分析する。活用手法 の住 数の割 を

みると、自治体によって選定の傾向が大 く異なること

が分かる（図 3）。 地数が 対的に少ない KS 市、OJ
市、NK町、SS町は、全ての住宅で 定の活用手法が選

定されており、KG市も の傾向にある。OJ市、NK
町、KG市は RC の住 においてストックを して

活用する が選択されている ）（図 4）。一方、
KS市は RC の 5 地 396 を全て建 え、SS町は
2 建て の 1 地 54 を全て 対応とし

ている。 自治体の住 は、い れも 40年代（1965

の 7 2

方向 の 7 の 化 6

区画の 4 4

の 4 の 3

の の ッ

化

の 2

化 6

報 1 公 5

住 7 6

2 対 3

6 の住 の

の 化 6 の

6 の 4

方 5 用 の 5

1 ト スの 4

の 区分

44

4

1 2 の自治体 は . の の の す 。

2 2 の自治体 は . の す 。

3 . の 定 を 自治体 化 。

5

の
区分

の
区分

目 目

的

用

1 定 2 定 自治体数 自治体名

G 2 KS市 NK町

G 4 OJ市 MK市 KG市 SS町

F G 3 FT市 IS市 UM町

化に 目 に対 用 の

の の

用の
に

法 と
か 化区

の に 期

用

1,000 上

な

な or

長寿命化 の

の

の の

の の

住 の

対 の

の の

針

4 1 2 の の 分  

5 2 目に 活用 区分と  

1 分 対象 の 1 の 目 

2 分 対象 の 2 の 目 
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1974年）の建設であるが、住宅需要が大 い KS市は
用年 の建 え判定とし、居住縮小が進 SS町は、
期の 用年 では 持を 的とした 対応が選択

されている。一方、MK 市、FT 市、IS 市、UM 町は、
地 とに活用判定が選択されているが、その割 は自

治体で がみられる。 も い活用手法をみるとMK
市とUM町が建 え、FT市と IS市が 対応となって

いる。2 地のみのUM町は 2 建て を建

え、RC を としている。このように建 え、

、 対応の選定は、自治体によって主たる活用

手法が異なっている。このことは、自治体の人口推 や

住宅の供給状況との が える。MK市、KG市、FT
市、IS市は、現在は人口が停滞したり、 により市

が くなり地 によって住宅需要に差がみられたりして

いる。これらの自治体における早期に供給された や

はその の状 で 持する 対応が選択

されている。そして、市 が く 対的に 地数の い

MK 市や IS 市では建 えも選択されているが、建 え

判定は 用年数が近く の小さい 地である。 
9つの自治体全体の選定手法と構 との は、RC
が 、2 建て が 対応と建 えと

なる傾向がある ）（図 5）。なお、用 の判定は、IS

市 49 とMK市 2 のみであり、 た、全 的 は

全くみられない。 
に、1 から 3 の の判定結果が確 で る

IS 市を く つの自治体の 1,672 の判定 をみる

と、2 が 1,271 、77%と大 を め、 地単位の

的 である 3 判定が 14%、1 判定は 9%である
（図 6）。1 および 3 判定の選定を っている自治体

は 4つで、このうち、3つが 地 とに判定しているMK
市、FT市、UM町である（表 6）。3 判定での 更は、

する住 や 地との で建 えから 対応への

更が く、SS町でも 2 から 3 で の 更が

われている。このように、3 判定での 地単位での

図的 更は、建 えから 対応へと 更し、 、

持 するものが くなっている。 た、RC の住

に対し 定の活用手法を選定している KS 市、OJ 市、
KG 市は 3 の 的 による選定ではなく、2 判

定の 的 にもとづいて判 されている。 
ここで、表 7に す における長寿命化 の

数をみると、IS市の 22 を す ての

において長寿命化 が 用されている。この

ことは、 の RC は全て長期的な活用が図られ

ているという 的な がで るが、一方で 地・住

自治
体名 戸数

長寿命化
戸数

OJ市 120 120

MK市 127 127

KG市 297 297

FT市 76 76

IS市 62 40

NK町 12 12

UM町 65 65

自治
体名

定 団地
数

戸数 住宅 定

1 3 147

S46
S4
S44
S43

1 1 2 S43

1

3

3 1 6 S52
2 の 。

す 団地

期 を す 。

1

3

UM町 3 2 65
5 2 の

。 の 化

。

SS町 3 1 54 S54

2 の は

。

年数 は

す 。

MK市

年 年

を す 。

3 42

S4
S63
S62

す 住 団地

期 年数を

す

す 。

FT市 1 73
S45

51

計画期間の 2 2

年数を す

の住 団地

期 を

す 。

4

147

1 7

0
8

473

1

7

7

1 7

1 0

7

10

14

3

4

1

0 0 40 0 80 100

町

町

町

市

市

市

市

市

市

体

14 戸

1 83戸 77

40戸 14

0 0 40 0 80 100

定戸数

1 3

8

4

147 77

33

8

04

3

8

0 0 40 0 80 100

6 1 3 の  

7 の

長寿命化

の  

3 に 活用 住  4 に 住  

6 に  

33 3

3

4

10

34

1

0

1 7

0

1

187

114

7

1 7

1 0

3

1318

0 0 40 0 80 100

町

町

町

市

市

市

市

市

市

体

5 の活用 住  

3 5の は住  
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の状況に なく画一的に長寿命化 が 用され

ているとも で る。 事業はストック

事業として され、 の向上や 体の への

減、 持 の容 向上の 点から 保全的な

を うことを 的としている 10）。自治体 の の

内容をみると、4 つの自治体では 上 と外 の

つが共 しており、その に給 と ー手

の が されている（表 8）。これらは、 保全的に

する点で長寿命化 の を持つが、その内容は

化に対して を するための である。

の策定 に された部位 の 体 に わ て

ーを設定し住 の状況に応 て内容を 定している

自治体はNK町とUM町の つで、対象 数の 対的に

少ない自治体である。 た、LCC 定における計画 の

用年数設定はい れも 70年で、RC 法定 用年数と

なっている。このように、 保全的な は長寿命化

の であるが、 来 の 事業とは異なる長寿命

化 事業として 内容が問われると で る。 
4.2 活用 の住 区分 分  

 FT 市と SG 町を く住 テが確 で た 8 つ
の自治体の公営住宅 45 地、1,697 を対象として、活

用判定 分と住 の を分析する。ただし、

や および 2 建て は めて小 な

の住 が 数 で 置され、これらは 活用手

法が選定される。そこで、これらの 地では の

住 を とめた住 を分析単位とし、88の住 分を

対象に 4つの活用判定 に り分け、住 との

を分析する（図 7）。 
、 年数をみると、 存住 を する建 え

および用 と、活用する 対応および で

傾向が大 く異なることが分かる。建 えと用 は

建設年で判 されるため、36 50年の割 が大 い。一

方、 対応と は でみられるが、 対

応の方が 対的に 年数が大 く、住 の更新時期

でその 持し ストを していると考えられ、4.1
の考察を している。 
に、住 分 との住 数をみると用 の住

で住 数が も小さく、 いで住 数の小さい に

対応、 、建 えとなっている。 た、 存住

の では、建 えが で分 しているのに対し用

は小 な住 で選択されていることが分かる。

さらに、 に する である 数でみても、住 数

と に用 、 対応、 、建 えの で

高い 数の の割 が大 くなっている。建 えは 2
と 5 上に 分され、用 は 2 の

の住 である。 
構 では、4.1 と に住 分でも住 活用の

と 対応で大 な差がみられ がある。

は RCの が 91 であるのに対し、 対応は

が 64 と めている。 
上のように、活用手法の選定は共 のある選定フ

ローに づいて判定されているため、自治体の を え

て住 による がみられることが分かる。ただし、

建 えについては、自治体の 向が する結果が ら

れた。 
4.3 住 からみた活用 法 の 分  

ここでは、活用手法選定と住 の を分析する

ため、活用手法を 的 数、住 の 年数、住

数、 数の 3つを 明 数として判 分析を い、判定

計画前 計画

OJ市 50年 60年

MK市 50年 0年

KG市 50年 0年

FT市

IS市 35年 50年 0年

NK町 50年 0年

UM町 35年 0年

の

定

体 の
の

体
地

自治
体名

の 年数

の

の

3

4

3

14

3

8

3

13

0 0 40 0 80 100

7

4

37

11 10

10

1

3

0 0 40 0 80 100

1～10戸 11～30戸
31～ 0戸 1戸

1 11

10

1

8

1 1

0 0 40 0 80 100

0年 1～3 年

3 ～ 0年 1年

14

1

1

1

1

0 0 40 0 80 100

3 4

 住    

7 活用 法に 住 区分の  

8 の長寿命化 の と LCCの 用 の  
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に する を考察する 11）。対象とした住 は、4.2
と に 8つの自治体の 45 地、88の住 分であ

る。 
活用手法の 分は、建 と用 を 、 対応

と を活用とし、さらに、 と活用の 分を加

えた 3つの判 分析を った。なお、全体（ 活用）、

活用（ 対応）、 （建 用 ）の

それ れの活用手法 分で、3 つの住 の 数

をみると、活用の住 数と 数が 0.52、 の 年数

と 数が-0.42 と一定の がみられるのみで、全体的

に 3つの住 の は小さいと える（表 9）。 
判 分析の結果は、表 10の りとなった。3つの活用
手法の 分の判 ともに有 0.05 となり、

た、判 的中率は 80 であった。 化された判

数 数をみると、活用 の判 では、 年数

が 0.932と大 く、 も判 に している。住 数も

0.489 と一定の があり、住 数が いものが と

なっている。 に、活用おける 対応をみ

ると、 数が-1.033で も大 くなっており、 数の高

い RC の住 では が われることを してい

る。 年数は 0.49と一定の があり、 い住 で

対応が選定される。 た、建 用 では 数と

住 数がそれ れ 0.826と 0.700になっており、住 の

と 住 の と りの大 さが判 に してお

り、小 な 地の 住 で用 されていること

を している。なお、 対応の住 数と建

用 の 年数は判 への が小さく、

と判 数の では傾向が異なっている。 
このように、住 ストックの活用と の判 は

年数が主要 となるが、その の判 は 数もしくは住

数が要 となっており、活用手法の選定は共 があ

り、住 の によって判 が であると える。 
 
． とめ 

5.1 研究の  

福岡都市圏の 10の地方自治体の公営住宅長寿命化計 

画の内容を分析し、公営住宅ストックの活用と更新の傾

向について考察した。その結果、長寿命化計画の内容構

成 び活用手法判定フローは、 の す策定 に っ

ているが、 部では 更されており、その 更内容は

数の自治体で共 の設定 ターンがあることを した。 
さらに、活用手法の選定結果は、 保有する公営住宅

全体を 定の活用手法に判定する自治体と、 地 とに

異なる判定手法を選択する自治体に 分で ること、

自治体によって主要な活用手法が異なっていることを明

らかにした。 た、建 えは自治体の 向が される

が、その の手法は住 によって選定結果に共

があること した。 に、 対応ではストックとして

問題があっても周辺 地との や 期での建 え・

を判 するため、 の 持 を 的として選定

されていることを した。自治体 の選択に のあ

る建 えと 対応の判定は、自治体の人口推 や住宅

需給の状況が されていると える。 
に、活用手法と住 との について判

分析を った結果、活用 は 年数が してい

るのに対し、活用の と 、 の建 と用

の判 は 数と住 数の住 が していることを

し、長寿命化計画の活用手法の選定は住 の によ

って判 が であることを した。 
5.2 公営住宅の長期的更新の課題 

長寿命化計画は 10年の計画期間で活用手法が選定さ
れるが、長期的更新の点で の課題が で る。 
・RC は が選定される傾向にあり、長寿命化

は大 の事業で 択される。ストックの状況に応

た本来的な長寿命化 ではなく 定的な 内容

となっている。 た、全体 は選定されておら 、

ストックの ではなく、現状をベースにした

が中 である。 
・10年の計画期間での の判 は もしくは 用年

に近い の小 な住 に 定される。分析

した 9つの自治体全体の 1,952 に対し用 は 51
、2.6 と かである。公営住宅は ンフ と捉えら

数
年数
年

住戸数
戸

数
年数
年

住戸数
戸

数

31 40.35 29.81 2.90

57 25.51 18.49 3.07

22 28.59 13.91 2.18

35 23.57 21.37 3.63

24 39.83 36.04 3.38

7 42.14 8.43 1.29

82.95%

57

率 率

88 0.932

数
化 数 数

78.95%

の

31

0.489 -0.145 0.0000

0.490 0.119 -1.033 0.0000

0.130 0.700 0.826 0.0044 80.65%

体 88 0.0796 -0.0861 0.2623

31 -0.2290

0.5216

0.1597

0.0323

-0.4167

-0.116757

数
年数

住戸数
年数
数

住戸数
数

9 活用 法区分 の 
住 3 の  10 3 の活用 法区分に 分  
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れ、10年の計画期間中に 用年数を する住 が少

ないため長寿命化による存続が 本となっている。長

寿命化計画は公共 設 計画 に策定され

ているため、この期間での保有 設量の 減は しい

と える。 
・ および の 対応の選定は、10年の計
画期間 の 期の建 えもしくは で 持 す

ることが 図されている。需要の小さく 質なストッ

クが一定期間、 されるという では課題がある。 
なお、新 では 30年 上の長期的な の し

が され、長期 計画との が記載される。現在

の 、 での長寿命化計画が中 であるが、

し時における 更点を明らかにし、長寿命化に対す

る考え方の 化を する 要がある。 

 

1） 公営住宅の更新に する政策の は、主に 考 8、9を
して要点を した。 

2） 考 9，pp.46-47  
3） 2006年の住 活 本法の 定により住 活 本計画が策定され、
住 活 での課題に対し 存ストックを活用しながら地 ・
ティを することが められるようになる。 

4） ンフ 長寿命化 本計画は ンフ 設を 的に 持 ・
更新するための計画であり、 計画の対象は 、 、上

の ンフ 設である。 ンフ 設の一分 として公営
住宅が加わっている。 

5） え 、 は 2007年に 長寿命化 計画策定事業 度
要 が されている。 た、公 は 2009年に 公 設長
寿命化計画 策定に たっての 点 について が されて
いる。 

6） 本来は、公共 設 計画の策定 に 計画が策定され
る であるが、 ・ の計画を策定している は、 、
その計画で策定に代えることがで るとされている。そのため、
して策定された公営住宅長寿命化計画がその 計画

となる現状にある。この点は、公共建 の 用 の 計画と
異なる点である。 

7） 2016年の新 では事業手法の選定フローが大 く 更されて
おり、将来のストック量の推計、事業量の 、LCCの 、長
期的な の しといった長期的な ータや しを え
た選定となっている。 た、 の 持 計画の構成を
し、計画 と 事業の 方 を 化し長期 計画と長
寿命化計画の いを明確にするとともに、計画期間内の 事業の

定一 を 化している。 
8） KG市は、RC の 297 が と判定され、2 建て

の 20 が 対応と判定されている。 
9） 図 5 に す活用判定と構 の 2 定を った結果、p

0.001で有 差ありとなり、 の い が められる。 
10） の には、居住 確保 の 事業とともに住

、共用部分 、 外・外構 の対象 に が表 さ
れている。 た、長寿命化 については 体 を す方法とし
て、部位 による 、 事 による が されている。これ
らは、 や の を向上さ る 事として位置づけ
られる。 

11） 判 分析の 明 数から構 を いている。構 は、 が
、 が か 2 建て、RC は 5 上が大 とな
り、 数との が大 く した 明 数とならないため、分
の度 いの大 い 数を 明 数として 用した。 
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